
平瀬ダム問題を考える（上）

日本のダム問題の経過

2013年11月30日

水源開発問題全国連絡会

嶋津暉之

1



2

目次

スライド№

Ⅰ 日本のダム問題の経過＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿_3

１ 建設が続くダム＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿___4

２ ダム建設がもたらす災い＿＿＿＿＿＿＿＿＿_＿__＿5

３ ダム反対運動の広がりとダム計画の中止＿＿___＿＿16

４ 民主党政権によるダム見直しの失敗＿＿＿__＿_＿___25

５ ダム建設の推進は時代錯誤＿＿＿＿＿＿___＿_＿___32



3

Ⅰ 日本のダム問題の経過
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ダムの基数 日本における竣工年度別のダムの基数

洪水調節を含むダム

全ダム

（日本ダム協会「ダム便覧」より作成）

（合計２，４１５基）
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１ 建設が続くダム
日本では２４００基を超える数
多くのダムが建設され、様々な
災いをもたらしてきた。
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〇 生活破壊

〇 自然破壊

〇 水質の悪化

〇 ダムの堆砂

〇 災害の誘発

〇 巨額の費用負担

２ ダム建設がもたらす災い
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ダム建設による川の変貌（上流部）

上流部では

l 清流がどんよりした溜まり水へ

l 水生植物群落の喪失

l 植物プランクトンの異常増殖

（水質の悪化）
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ダムによる
水質悪化

流水がたまり水に
なると、浮遊性藻
類（植物プランクト
ン）が異常増殖
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ダム建設による川の変貌（下流部）

下流部では

l 河床の泥質化

（ダムによる砂礫流下の遮断）

l 流量の減少

l 水質の悪化

l 川の生態系の変化

（川のかく乱作用の喪失等による）



貴重生物の喪失
すみかを追われる猛禽類

クマタカ
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相模大堰

宮ケ瀬ダム

相模ダム

城山ダム

相
模
川

中津川

堆砂による川の変貌（相模川）

氾濫常習地帯の形成

海岸線の後退

堆砂量がすでに総
貯水容量の３割に

10年間で275万m3の堆砂

1964年完成

2000年度完成

1947年完成
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相模川河口
状況の写真

河口部の海岸線
が約150ｍも後退
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相模ダム等の
堆砂がもたら
したもの



（リザバー2007.12 末次忠司ほか「堆砂特性と測量調査」より）

ダム貯水池浅層部の堆砂はダム流入河川の水位を上昇さ

せ、ダムの直上流域で氾濫の危険性をつくり出すことがある。

ダムの堆砂の進み方
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ダムの堆砂は

計画では貯水

池の底部から

進むことに

なっているが、

実際には貯水

池の浅層部か

ら堆積してい

く。



ダムによる
災害の誘
発
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1984年の長野

県西部地震は、

木曽川水系の

牧尾ダムが引き

起こしたとされて

いる。



大滝ダム（奈良県の吉野川（紀ノ川の上流））

地割れが起きて全戸(３８戸）移転

災害誘発 地すべりの誘発

２００３年

地すべり対策の追加事業費 308億円
地すべり対策のため、予定より9年遅れて2012年度完成。
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八ッ場ダム予定地
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ダムが予定地の住民に
与える影響

水没する時点からで

はなく、ダム予定地に

指定された段階から、

住民の生活、地域社

会が蝕まれていく。
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３ ダム反対運動の広がりとダム計画の中止

ダムが様々な災いをもたらすことが徐々に知られるよう

になった。

1990年前後の長良川河口堰反対運動の全国的な広

がりをきっかけとして

その後、各地でダム反対運動が展開されるようになっ

た。
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週刊エコノミスト １９９５年

アメリカの動きが日本のダム反対運動に大きな影響を与えた。

アメリカの第一期

クリントン政権で

開墾局の総裁に就

任したビアード氏

は「もう、ダム建

設の時代は終わっ

た」と宣言した。

（開墾局：アメリ

カで最大のダム建

設・管理機関）



1990年代から水道用水も工業用水も需要は減少の一途を辿るようになった。

（出典：日本水道協会「水道統計」）
（出典：経済産業省「工業統計表」）

新規ダムの必要性の喪失

5,852 

4,976 

3,000

4,000

5,000

6,000

1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010

年度

全国の水道の一日最大給水量

〔注〕上水道と簡易水道の合計を示す。

万㎥／日

2,000

3,000

4,000

1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010

〔注〕工業用水道、井戸水、その他淡水の合計を示す。

万㎥／日

工業用水の使用量の推移（全国）
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節水型機器の開発と普及等による一人あたり水道用水の減少

（図は日本衛生設備機器工業会のＨＰから作成）

トイレの使用水量の推移（Ａ社）
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治水面でもダムの必要性への疑問

ダムの治水効果とは？

 ダムの集水面積は限られているから、その治水効果はさほ

ど大きなものではない。

 ギャンブル的治水対策である。

ダム集水域に所定の雨が降らなければ治水効果がなく、

不確実であるから、ダムへの依存はかえって危険。

 計画以上の雨が降れば、ダムは洪水調節機能を喪失。

治水対策の王道を進むべき。
河道の整備（堤防の嵩上げや河床の掘削）、堤防の補強
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ダム事業が徐々に中止

ダム反対運動の広がり

財政危機

水需要の減少傾向

ダム計画への疑問

21



１９９６年から
ダム事業が
徐々に中止
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田中知事の
脱ダム宣言

2001年2月
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中止になったダム
信濃川水系 清川治水ダム、

角間ダム、黒沢ダム、
大仏ダム

天竜川水系 下諏訪ダム、
駒沢ダム、蓼科ダム、
郷土沢ダム

検証中のダム
信濃川水系 角間ダム

次の知事が推進したダム
信濃川水系 浅川ダム



中止になったダム事業

（国交省関係の直轄ダム、水機構ダム、補助ダム）

2013年度までに

135ダムが中止

1990年代後半からダム事

業が徐々に中止され、

2013年度までに国交省関

係で135ダムが中止。

（細川内ダム、清津川ダ

ム、紀伊丹生川ダムなどの

大型ダムも中止）

１９９０年代後半からのダム事業の中止

中止年 直轄・水機構ダム 補助ダム 計

1996 年度 2 2 4

1997 年度 0 6 6

1998 年度 0 7 7

1999 年度 0 0 0

2000 年度 12 35 47

2001 年度 0 8 8

2002 年度 6 8 14

2003 年度 4 6 10

2004 年度 1 2 3

2005 年度 0 6 6

2006 年度 0 4 4

2007 年度 0 2 2

2008 年度 1 1 2

2009 年度 1 1 2

2010 年度 1 1 2

2011 年度 0 1 1

2012 年度 2 5 7

2013 年度 2 8 10

計 32 103 135 24
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４ 民主党政権によるダム見直しの失敗



２００９年９月１８日
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2009年9月の
ダム見直し明言



① 有識者会議の委員

 ダムに懐疑的な専門家は
排除。

② 会議の運営

 会議は非公開

上毛新聞 2009年11月21日

「今後の治水のあり方に
関する有識者会議」の設置

2009年11月に早くも暗転
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（ダム検証の手順と基準を定め、各
ダムの検証結果を審議する会議）

ダム推進の隠れ蓑として機能



2010年度のダム事業（国交省関係）

検証対象 対象外 計

直轄・水機構ダム 31 24 55

補助ダム 53 36 89

計 84 60 144

検証対象のダム数を縮小

本体工事の契約をしていれば、検証の対象から除外。
当別ダム（北海道）、湯西川ダム（栃木県）など

駆け込みで本体工事の契約を結んだ補助ダムも検証の対象か
ら除外。

新内海ダム（香川県）、浅川ダム（長野県）、路木ダム（熊本県）など

ダム見直しの失敗（１）
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ダム見直しの失敗（２）
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（1） ダムの事業者である地方整備局、道府県み
ずからが検証作業を担い、第三者による検証では
ない。

（2） ダム推進を強く主張する「関係地方公共団体からなる
検討の場」の意見を聴きながら、検証作業を進める。

（3） ダム事業の見直しを求める市民や有識者は検証作業
から排除。

検証のシステムの問題



ダム見直しの失敗（２）
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検証内容の問題

（1） ダム事業の前提となっている計画や予測の見

直しを一切しないで、ダム案と代替案との費用比較

（ダム案は残事業費）を行うだけ。

（２）ダム案が圧倒的に有利になる枠組みでの比較

であるから、自動的にダム案が選択されるように

なっている。

茶番の検証劇



検証対象ダム
検証終了ダム

検証中のダム
推進 中止

直轄ダム・水資源機構ダム 31 16 4 11

道府県ダム（補助ダム） 53 28 16 9

計 84 44 20 20

（検証終了ダム：国交省の対応方針が出たダム事業）

ダムの検証状況 （2013年10月末現在）
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中止ダムのほとんどはダム事業者の意向によって中止になった
のであって、適切な検証が行われた結果によるものではない。
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検証が終了した注目ダムはほとんどが継続へ

継続となったダム
直轄ダム：八ッ場ダム、足羽川ダム、サンルダム、立野ダム、

平取ダム、成瀬ダム、山鳥坂ダム
補助ダム：五ケ山ダム、最上小国川ダム、簗川ダム、厚幌

ダム、安威川ダム、内ケ谷ダム、石木ダム、平瀬ダム



全国的に再び、ダム事業が推進されつつある。

しかし、これからの時代は、
ダムの必要性がますます希薄になり、

さらに、ダム建設に巨額の公共事業予算を投ずることが
できない時代である。

ダム建設の推進は時代錯誤である。
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５ ダム建設の推進は時代錯誤



これからの時代

水余りがますます顕著になる時代
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水余りがますます顕著に
今後は人口の減少と節水型機器の普及で水道用水がますます減っていくことは必至。
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国土交通省水資源部の研究会
は利根川流域の水道用水が、
50年後には現在の62～67％、
100後には31～42％に縮小す
ると予測している。

国土交通省も本音では利根川
流域の水道用水が将来はかな
りのスピードで縮小していく
ことを認識している。

国土交通省も本音では

水道用水が縮小していく

ことを認識



昨年１２月の中央道笹子トンネル
の天井板崩落事故
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既存社会資本の維持管理と更新が待ったなしの時代へ



平成21年度国土交通白書
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将来は，つくりすぎた社会資本の維持管理費、更新

費が増大していくため、生活を支えるための新規の

社会資本投資が次第に困難になっていく。



河川行政においても流域住民の安全を極力早く

確保できる治水対策、喫緊の治水対策を厳選して、

そこに河川予算を集中して投じるように河川行政を

変えていかなければ、

流域住民は氾濫の危険性がある状態に放置されて

しまうことになる。
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